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大大牟牟田田市市男男女女共共同同参参画画推推進進条条例例  
                        

                       （平成18年１月４日条例第42号） 
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付則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた取組

みが、国際的な取組みと協調しつつ着実に進められてきた。 

本市においても、市民との連携の下、男女の平等と人権の尊重に向けた様々な取組みを行ってきた。 

しかしながら、男女平等を実現するための法律や制度は次第に整備されてきたものの、社会の現状を見る

とき、まだまだ性別による差別的取扱いや政策及び方針の決定過程における男女の参画の格差など、様々

な取り組むべき課題が残されており、真の男女平等の実現には、なお一層の努力を必要としている。 

また、少子高齢化の進展をはじめとする社会経済情勢の急速な変化に対応し、本市が将来に向かって、豊

かで活力ある大牟田を形成していくためにも、男女が互いの身体的特質を理解した上で、人権を尊重しつつ

責任を分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会

の実現は、重要な課題となっている。 

このような状況を踏まえ、男女が共に生き生きと暮らせる地域社会をつくるため、市、市民及び事業者が、

共通の理解の下、相互の連携協力により、男女共同参画社会を実現することを目指し、ここに、この条例を制

定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における男女共同参画の推進に関し基本理念を定め、市、市民及び事業者等の責

務を明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項及び苦情等の申出の処理に関する事項を定めるこ

とにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ

る活動に参画する機会が確保され、もって政治的、経済的、社会的及び文化的利益を均等に享受するこ

とができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

(２) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、

男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

(３) 市民 市内に居住し、通勤し、又は通学する者及び市内を活動の拠点とする者をいう。 

(４) 事業者 市内において事業活動を行う個人及び法人その他の団体をいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画は、次の基本理念にのっとり推進されなければならない。 

(１) 男女の個人としての尊厳が重んじられること、男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女

が個人として能力を発揮する機会が確保されること、女性への暴力をはじめとするあらゆる暴力が根絶

されることその他の男女の人権が尊重されること。 

(２) 社会における制度又は慣行が性別による固定的な役割分担意識等を反映して、男女共同参画社会の

形成を阻害する要因となるおそれがあることを考慮し、当該制度又は慣行が男女の社会における活動

の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されること。 

(３) 男女が、社会の対等な構成員として、市における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定

に共同して参画する機会が確保されること。 

(４) 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活

における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、職域、学校、地域等の活動に対

等に参画できること。 

(５) 男女共同参画の推進は、国際社会における取組みと密接な関係を有していることを考慮して行われる

こと。 
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（市の責務） 

第４条 市は、男女共同参画の推進を主要な政策として位置付け、前条に規定する基本理念（以下「基本理

念」という。）にのっとり、男女共同参画の推進のための取組みを積極的に行うとともに、男女共同参画の

推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下「男女共同参画推進施策」という。）を総合的に策定し、

及び実施しなければならない。 

２ 市は、男女共同参画推進施策を実施するための体制を整備するとともに、必要な財政上の措置を講じる

よう努めるものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、男女共同参画に関する理解を深めるとともに、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあら

ゆる分野において、基本理念にのっとり男女共同参画を推進するよう努めるものとする。 

２ 市民は、市が実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、その事業活動において、基本理念にのっとり男女共同参画の推進に積極的に取り組むよ

う努めるものとする。 

２ 事業者は、その雇用する男女について、職業生活と家庭生活との両立を支援するため、職場環境を整備

するよう努めるものとする。 

３ 事業者は、市が実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めるものとする。 

（教育に携わる者の責務） 

第７条 教育に携わる者は、男女共同参画に関する理解を深めるとともに、基本理念にのっとり男女共同参画

の推進に配慮した教育を行うよう努めるものとする。 

（性別による差別的取扱い等の禁止） 

第８条 何人も、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、性別による差別的取扱いを

行ってはならない。 

２ 何人も、セクシュアル・ハラスメント（相手の意に反した性的な言動によりその言動を受けた個人の生活環

境を害すること、又は性的な言動を受けた個人の対応によりその個人に不利益を与えることをいう。）を行

ってはならない。 

３ 何人も、すべて暴力は人権を侵害する行為であることを認識し、配偶者等の男女間において相手方に身

体的又は精神的な苦痛を与える暴力的行為を行ってはならない。 

 

第２章 基本的施策等 

（男女共同参画計画） 

第９条 市長は、男女共同参画推進施策を総合的かつ計画的に実施するために、男女共同参画社会基本法

（平成11年法律第78号）に基づき、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「男女共同参画計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市長は、男女共同参画計画を策定し、又は変更しようとするときは、市民の意見を反映するために必要な

措置を講じるとともに、第31条に規定する大牟田市男女共同参画審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 市長は、男女共同参画計画を策定し、又は変更したときは、これを公表するものとする。 

（施策の策定に当たっての配慮） 

第10条 市は、施策を策定し、及び実施するときは、男女共同参画の推進に配慮しなければならない。 

（市民及び事業者の理解を深めるための市の措置） 

第11条 市は、男女共同参画に関する市民及び事業者の理解を深めるよう、情報の提供、普及啓発その他

必要な措置を講じるものとする。 

２ 市は、学校教育、社会教育等の教育の分野において、男女共同参画に関する教育及び学習の充実のた

めに必要な措置を講じるものとする。 

（家庭生活における活動と他の活動との両立への支援） 

第12条 市は、家族を構成する男女が共に、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その

他の家庭生活における活動と職場、学校、地域等における活動とを両立して行うことができるよう、必要な

支援を行うものとする。 

（地域活動等における男女共同参画に対する支援） 

第13条 市は、地域における団体等の活動において男女共同参画の推進が図られるよう、情報の提供その

他の必要な支援を行うものとする。 

（市民及び事業者の活動に対する支援） 

第14条 市は、市民及び事業者が行う男女共同参画の推進に関する自主的な活動について、情報の提供そ

の他の必要な支援を行うものとする。 
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（自営の分野における男女共同参画に対する支援） 

第15条 市は、自営の農林水産業及び商工業の分野において、方針の立案及び決定の場に男女が対等な

構成員として参画する機会を確保するため、情報の提供その他の必要な支援を行うものとする。 

（拠点の整備） 

第16条 市は、男女共同参画推進施策を実施し、並びに市民及び事業者による男女共同参画の取組みを支

援するため、拠点となる施設の整備に努めるものとする。 

（政策の立案及び決定過程への男女共同参画） 

第17条 市は、政策の立案及び決定過程への男女共同参画を推進するため、法令等により設置された委員

並びに委員会、審議会及びこれらに準ずるものの構成員の選任に当たっては、積極的改善措置を講じるこ

とにより、男女の均衡を図るよう努めるものとする。 

（調査研究） 

第18条 市は、男女共同参画の推進に必要な調査研究を行うものとする。 

（年次報告） 

第19条 市長は、毎年、男女共同参画推進施策の実施状況について報告書を作成し、これを公表するものと

する。 

 

第３章 苦情等の申出の処理 

（男女共同参画推進委員） 

第20条 次条に規定する苦情及び救済の申出を適切かつ迅速に処理するため、地方自治法（昭和22年法律

第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、大牟田市男女共同参画推進委員（以下「推進委員」という。）

を置く。 

２ 推進委員の定数は、３人以内とする。ただし、委員の数が２人以上である場合においては、そのすべてが

男女いずれか一方の性によって占められてはならない。 

３ 推進委員は、男女共同参画推進施策に関し優れた識見を有し、社会的信望が厚い者のうちから、市長が

これを委嘱する。 

４ 推進委員は、国会議員、地方公共団体の議会の議員若しくは長又は政党その他の政治的団体の役員を

兼ねることができない。 

５ 推進委員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

６ 推進委員の任期は、通算して６年を超えることができない。ただし、市長が特別の事情があると認めるとき

は、この限りでない。 

（苦情及び救済の申出） 

第21条 市民及び事業者は、推進委員に対し、市が行う男女共同参画推進施策又は男女共同参画の推進に

影響を及ぼすと認められる施策について苦情の申出を行うことができる。 

２ 何人も、推進委員に対し、市内において生じた性別による差別的取扱いその他の男女共同参画の推進を

阻害する要因となる人権侵害を受けたときは、救済の申出を行うことができる。 

（推進委員の処理の対象としない事項） 

第22条 前条の規定にかかわらず、苦情及び救済の申出が次の各号に掲げる事項に係るものである場合は、

推進委員の処理の対象としない。 

(１) 判決、裁決等により確定した事案に関する事項 

(２) 裁判所において係争中の事案及び行政庁において不服申立ての審理が継続中の事案に関する事項 

(３) 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）第

13条に規定する紛争の解決の援助の対象となる事項 

(４) 国会又は地方公共団体の議会に対して請願が行われている事項 

(５) 推進委員が行った苦情及び救済の申出の処理に関する事項 

(６) 前各号に掲げるもののほか、調査することが適当でないと推進委員が認める事項 

２ 前条第２項の規定による救済の申出は、当該申出に係る人権侵害があった日の翌日から起算して１年を

経過したときは、これをすることができない。ただし、推進委員が正当な理由があると認めるときは、この限

りでない。 

３ 推進委員は、苦情又は救済の申出が第１項及び前項本文の規定に該当する場合は、理由を付した書面

により、遅滞なくその旨を当該申出を行った者に対し、通知しなければならない。 

（市に係る苦情等の申出の処理） 

第23条 推進委員は、市に係る苦情の申出があったときは、必要な調査を行い、その結果に基づき必要があ

ると認める場合は、市の機関に対し、是正又は改善の措置を講じるよう勧告（以下「是正勧告」という。）を

行うことができる。 
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２ 推進委員は、市に係る救済の申出があったときは、必要な調査を行い、その結果に基づき必要があると

認める場合は、関係者に対し、必要な助言その他の支援を行うとともに、救済の申出に係る状況を是正す

るため、市の機関に対し、是正勧告を行うことができる。 

（救済の申出の処理） 

第24条 推進委員は、第21条第２項に規定する救済の申出（前条の規定により処理するものを除く。）があっ

たときは、関係者の協力を得た上で必要な調査を行い、その結果に基づき必要があると認める場合は、当

該関係者に対し、必要な助言その他の支援を行うとともに、救済の申出に係る状況を是正するため、市長

に対し、改善のための要請を行うよう求めることができる。 

（市長の要請） 

第25条 市長は、前条の求めがあったときは、関係者に対し、改善のための要請を行うことができる。 

（調査への協力） 

第26条 市は、推進委員が第23条に規定する調査を行う場合は、その調査に協力しなければならない。 

２ 市民及び事業者は、推進委員が第24条に規定する調査を行う場合は、その調査に協力するよう努めなけ

ればならない。 

（職務の遂行） 

第27条 推進委員は、公平かつ迅速にその職務を遂行しなければならない。 

２ 推進委員は、独立してその職務を行う。ただし、次の各号に掲げる場合は、推進委員の合議を要する。 

(１) 第22条第１項第６号の規定により調査することが適当でないと認める場合 

(２) 第22条第２項ただし書の規定により正当な理由があると認める場合 

(３) 第23条第１項及び第２項の規定により是正勧告を行う場合 

(４) 第24条の規定により改善の要請を求める場合 

(５) その他苦情及び救済の申出の処理に関し重要な事項について判断する場合 

（解職） 

第28条 市長は、推進委員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認める場合又は職務上の義務違

反その他推進委員として著しく不適切な言動があると認められる場合は、解職することができる。 

（守秘義務） 

第29条 推進委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（関係機関等との連携） 

第30条 推進委員は、その職務を行うに当たっては、市、県及び国の関係機関又は民間の関係団体と連携を

図るよう努めなければならない。 

 

第４章 大牟田市男女共同参画審議会 

（大牟田市男女共同参画審議会） 

第31条 次の各号に掲げる事務を行うため、地方自治法第138条の４第３項の規定に基づき、大牟田市男女

共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

(１) 市長の諮問に応じ、男女共同参画の推進に関する重要な事項について調査審議し、及び意見を述べ

ること。 

(２) 男女共同参画計画の策定又は変更について、市長に意見を述べること。 

(３) 男女共同参画計画に基づき市が実施する施策の推進状況について、市長に意見を述べること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関し必要な事項について、市長に意見を述べるこ

と。 

２ 審議会は、委員20人以内で構成し、市長が委嘱する。 

３ 男女のいずれか一方の委員の数は、委員総数の10分の４未満であってはならない。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

 

第５章 雑則 

（補則） 

第32条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

付 則 

この条例は、平成 18 年４月１日から施行する。  
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大大牟牟田田市市男男女女共共同同参参画画推推進進本本部部設設置置要要綱綱  

 

 （設置） 

第１条 本市における男女共同参画社会の推進を目指す施策を総合的かつ効果的に推進するため、大牟田

市男女共同参画推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 推進本部の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）男女共同参画社会を推進するための基本方針及び重要事項を審議すること。 

（２）男女共同参画社会を推進するための基本的な計画の策定及び施策の総合的な推進に関すること。 

（３）前２号に掲げるもののほか、男女共同参画社会を推進するために必要な重要事項に関すること。 

 （組織）  

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。 

２ 本部長は、市長をもって充てる。 

３ 副本部長は、副市長をもって充てる。 

４ 本部長は、推進本部を主宰する。 

５ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

６ 本部員には、別表第 1 に掲げる職にある者をもって充てる。 

 （推進本部会議） 

第４条 推進本部の会議は、必要に応じて本部長が招集する。 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、推進本部の会議に関係者の出席を求め、その意見を聴くことがで

きる。 

（幹事会） 

第５条 次の各号に掲げる事務を所掌するため、推進本部に男女共同参画推進本部幹事会（以下「幹事会」

という。）を置く。 

（１）男女共同参画社会を推進するための具体的施策の協議及び連絡調整に関すること。 

（２）その他男女共同参画社会を推進するために必要な事項に関すること。 

２ 幹事会は、会長、副会長及び委員をもって構成する。 

３ 会長は、市民協働部副部長をもって充てる。 

４ 副会長は、企画総務部副部長をもって充てる。 

５ 会長は、幹事会を代表し、会務を総理する。 

６ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。 

７ 委員は、別表第２に掲げる職にある者をもって充てる。 

８ 会長は、必要があると認めるときは、幹事会の会議に関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（専門部会） 

第６条 幹事会に、必要に応じて、専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会の所掌事務、構成及び運営については、幹事会の会議において定める。 

（男女共同参画推進責任者） 

第７条 各課等における男女共同参画社会に関する施策の推進、啓発等を図るため、各課等に男女共同参

画推進責任者（以下「推進責任者」という。）を置く。 

２ 推進責任者は、各課等の長をもって充てる。 

 （庶務） 

第８条 推進本部の庶務は、市民協働部人権・同和・男女共同参画課において処理する。 

 （補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営等に関し必要な事項は、本部長が別に定める。 

   付 則 

 １ この要綱は、平成１５年９月２日から施行する。 

 ２ 大牟田市男女共同参画社会推進会議設置要綱（平成３年２月１日施行）及び大牟田市男女共同参画計

画策定会議設置要綱（平成１３年５月１５日施行）は、廃止する。 

付 則 

 この要綱は、平成１７年１１月１日から施行する。 

 この要綱は、平成１９年１１月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 
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 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２８年８月１日から施行する。 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

別表第１（第３条関係） 

教育長 

企業管理者 

防災・復興担当部長 

企画総務部長 

庁舎整備・組織改革担当部長 

市民部長 

市民協働部長 

産業経済部長 

都市整備部長 

環境部長 

保健福祉部長 

消防本部消防長 

企業局長 

教育委員会事務局長 

市議会事務局長 

 

別表第２（第５条関係） 

会計管理者 

防災危機管理室長 

市民部副部長 

産業経済部副部長 

都市整備部副部長 

環境部副部長 

保健福祉部副部長 

消防本部次長 

企業局総務課長 

教育委員会事務局総務課長 

市議会事務局次長 
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男男女女共共同同参参画画社社会会※基基本本法法  

〔平成十一年六月二十三日号外 
法律第七十八号〕 

発令：平成 11 年 6 月 23 日号外法律第 78 号 
最終改正：平成 11 年 12 月 22 日号外法律 

第 160 号 
改正内容：平成 11 年 12 月 22 日号外法律 

第 160 号[平成 13 年 1 月 6 日] 
目次 

前文 
第一章 総則（第一条―第十二条） 
第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的施策（第十三条―第二十
条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二
十八条） 

附則 
 
我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と

法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向け
た様々な取組が、国際社会における取組とも連動し
つつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が
必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟
化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応し
ていく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ
責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性
と能力を十分に発揮することができる男女共同参画
社会の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会
の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重
要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、
男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の
推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基
本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向か
って国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社
会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進
するため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、
社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力あ
る社会を実現することの緊要性にかんがみ、男
女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、
並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明ら
かにするとともに、男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策の基本となる事項を定めるこ
とにより、男女共同参画社会の形成を総合的か
つ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用
語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の
対等な構成員として、自らの意思によって社会
のあらゆる分野における活動に参画する機会
が確保され、もって男女が均等に政治的、経
済的、社会的及び文化的利益を享受すること
ができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成
することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係
る男女間の格差を改善するため必要な範囲内
において、男女のいずれか一方に対し、当該
機会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人
としての尊厳が重んぜられること、男女が性別に
よる差別的取扱いを受けないこと、男女が個人と
して能力を発揮する機会が確保されることその他
の男女の人権が尊重されることを旨として、行わ
れなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、
社会における制度又は慣行が、性別による固定
的な役割分担等を反映して、男女の社会におけ
る活動の選択に対して中立でない影響を及ぼす
ことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する
要因となるおそれがあることにかんがみ、社会に
おける制度又は慣行が男女の社会における活動
の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なも
のとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社
会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団
体における政策又は民間の団体における方針の
立案及び決定に共同して参画する機会が確保さ
れることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成
する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、
子の養育、家族の介護その他の家庭生活におけ
る活動について家族の一員としての役割を円滑
に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うこと
ができるようにすることを旨として、行われなけれ
ばならない。 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際
社会における取組と密接な関係を有していること
にかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際
的協調の下に行われなければならない。 
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（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女
共同参画社会の形成についての基本理念（以下
「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社
会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置
を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実
施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男
女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策
に準じた施策及びその他のその地方公共団体の
区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施す
る責務を有する。 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の
社会のあらゆる分野において、基本理念にのっと
り、男女共同参画社会の形成に寄与するように
努めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促
進に関する施策を実施するため必要な法制上又
は財政上の措置その他の措置を講じなければな
らない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社
会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策についての報
告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画
社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女
共同参画社会の形成の促進に関する施策を明ら
かにした文書を作成し、これを国会に提出しなけ
ればならない。 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進
に関する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促
進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図
るため、男女共同参画社会の形成の促進に関す
る基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」
という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項に
ついて定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画
社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社
会の形成の促進に関する施策を総合的かつ
計画的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を
聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、
閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決
定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本
計画を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変
更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を
勘案して、当該都道府県の区域における男女共
同参画社会の形成の促進に関する施策について
の基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画
計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事
項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的
に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進
に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域
における男女共同参画社会の形成の促進に
関する施策を総合的かつ計画的に推進するた
めに必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府
県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の
区域における男女共同参画社会の形成の促進
に関する施策についての基本的な計画（以下「市
町村男女共同参画計画」という。）を定めるように
努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参
画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又
は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ
ばならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画
社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を
策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参
画社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を
通じて、基本理念に関する国民の理解を深める
よう適切な措置を講じなければならない。 
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（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社
会の形成の促進に関する施策又は男女共同参
画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策
についての苦情の処理のために必要な措置及び
性別による差別的取扱いその他の男女共同参
画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵
害された場合における被害者の救済を図るため
に必要な措置を講じなければならない。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男
女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する
調査研究その他の男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推
進するように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際
的協調の下に促進するため、外国政府又は国際
機関との情報の交換その他男女共同参画社会
の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推
進を図るために必要な措置を講ずるように努め
るものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共
同参画社会の形成の促進に関する施策及び民
間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に
関して行う活動を支援するため、情報の提供そ
の他の必要な措置を講ずるように努めるものとす
る。 

第三章 男女共同参画会議 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下
「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第
三項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又
は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社
会の形成の促進に関する基本的な方針、基本
的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、
必要があると認めるときは、内閣総理大臣及
び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策の実施状況を監視し、及び

政府の施策が男女共同参画社会の形成に及
ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、
内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を
述べること。 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内
をもって組織する。 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、
内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見
を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命
する者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議
員の総数の十分の五未満であってはならない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一
方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の
十分の四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、
二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任
者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることが
できる。 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するた
めに必要があると認めるときは、関係行政機関
の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他
の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な
協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必
要があると認めるときは、前項に規定する者以外
の者に対しても、必要な協力を依頼することがで
きる。 

（政令への委任） 
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第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の
組織及び議員その他の職員その他会議に関し
必要な事項は、政令で定める。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（以下略） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

70



配配偶偶者者かかららのの暴暴力力のの防防止止及及びび被被害害
者者のの保保護護等等にに関関すするる法法律律  

〔平成十三年四月十三日法律第三十一号〕 
発令    ：平成 13 年 4 月 13 日法律第 31 号 
最終改正：令和 4 年 6 月 17 日号外法律第 68 号 
改正内容：令和 4 年 6 月 17 日号外法律第 68 号[令

和 4 年 6 月 17 日] 
目次 

前文 
第一章 総則（第一条・第二条） 
第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画
等（第二条の二・第二条の三） 
第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三
条―第五条） 
第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 
第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 
第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 
第五章の二 補則（第二十八条の二） 
第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 
附則 
 
我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と

法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等
の実現に向けた取組が行われている。ところが、配
偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な
人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が
必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者
からの暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経
済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力
を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実
現の妨げとなっている。このような状況を改善し、人
権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶
者からの暴力を防止し、被害者を保護するための
施策を講ずることが必要である。このことは、女性に
対する暴力を根絶しようと努めている国際社会にお
ける取組にも沿うものである。ここに、配偶者からの
暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制
を整備することにより、配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」と
は、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対
する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を
及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる
心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及
び第二十八条の二において「身体に対する暴力
等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対
する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又
はその婚姻が取り消された場合にあっては、当
該配偶者であった者から引き続き受ける身体に
対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの
暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をし
ていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある
者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていない
が事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、
事実上離婚したと同様の事情に入ることを含むも
のとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴
力を防止するとともに、被害者の自立を支援する
ことを含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本
計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法
務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条
第五項において「主務大臣」という。）は、配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護のための
施策に関する基本的な方針（以下この条並びに
次条第一項及び第三項において「基本方針」とい
う。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、
次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三
項の市町村基本計画の指針となるべきものを定
めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に
関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の
ための施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更
しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の
長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更
したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら
ない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該
都道府県における配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護のための施策の実施に関する基
本的な計画（以下この条において「都道府県基本
計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項
を定めるものとする。 
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一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に
関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の
ための施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方
針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、
当該市町村における配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護のための施策の実施に関する
基本的な計画（以下この条において「市町村基本
計画」という。）を定めるよう努めなければならな
い。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又
は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、
遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道
府県基本計画又は市町村基本計画の作成のた
めに必要な助言その他の援助を行うよう努めな
ければならない。 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦
人相談所その他の適切な施設において、当該各
施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機
能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設
において、当該各施設が配偶者暴力相談支援セ
ンターとしての機能を果たすようにするよう努め
るものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの
暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げ
る業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に
応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機
関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学
的又は心理学的な指導その他の必要な指導を
行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合に
あっては、被害者及びその同伴する家族。次号、
第六号、第五条、第八条の三及び第九条におい
て同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時
保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、
就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度

の利用等について、情報の提供、助言、関係機
関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用につい
て、情報の提供、助言、関係機関への連絡その
他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用につい
て、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整
その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら
行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす
者に委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行
うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力
の防止及び被害者の保護を図るための活動を行
う民間の団体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必
要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害
者の保護を行うことができる。 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者で
あった者からの身体に対する暴力に限る。以下こ
の章において同じ。）を受けている者を発見した
者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又
は警察官に通報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに
当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾
病にかかったと認められる者を発見したときは、
その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察
官に通報することができる。この場合において、
その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示
罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規
定は、前二項の規定により通報することを妨げる
ものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに
当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾
病にかかったと認められる者を発見したときは、
その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等
の利用について、その有する情報を提供するよう
努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護につ
いての説明等） 
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第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者
に関する通報又は相談を受けた場合には、必要
に応じ、被害者に対し、第三条第三項の規定に
より配偶者暴力相談支援センターが行う業務の
内容について説明及び助言を行うとともに、必要
な保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴
力が行われていると認めるときは、警察法（昭和
二十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行
法（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の
法令の定めるところにより、暴力の制止、被害者
の保護その他の配偶者からの暴力による被害の
発生を防止するために必要な措置を講ずるよう
努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長
（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方
面については、方面本部長。第十五条第三項に
おいて同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴
力を受けている者から、配偶者からの暴力による
被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の
申出があり、その申出を相当と認めるときは、当
該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国
家公安委員会規則で定めるところにより、当該被
害を自ら防止するための措置の教示その他配偶
者からの暴力による被害の発生を防止するため
に必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四
十五号）に定める福祉に関する事務所（次条にお
いて「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭
和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法
（昭和二十二年法律第百六十四号）、母子及び
父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百
二十九号）その他の法令の定めるところにより、
被害者の自立を支援するために必要な措置を講
ずるよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県
警察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府
県又は市町村の関係機関その他の関係機関は、
被害者の保護を行うに当たっては、その適切な
保護が行われるよう、相互に連携を図りながら協
力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に
係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情
の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを
処理するよう努めるものとする。 

第四章 保護命令 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力
又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身
体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。
以下この章において同じ。）を受けた者に限る。
以下この章において同じ。）が、配偶者からの身
体に対する暴力を受けた者である場合にあって
は配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶
者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害
者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場
合にあっては、当該配偶者であった者から引き続
き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第
二号において同じ。）により、配偶者からの生命
等に対する脅迫を受けた者である場合にあって
は配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者
からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害
者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場
合にあっては、当該配偶者であった者から引き続
き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）
により、その生命又は身体に重大な危害を受け
るおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申
立てにより、その生命又は身体に危害が加えら
れることを防止するため、当該配偶者（配偶者か
らの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫
を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚
姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者
であった者。以下この条、同項第三号及び第四
号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し、
次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただ
し、第二号に掲げる事項については、申立ての
時において被害者及び当該配偶者が生活の本
拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被
害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠とし
ている住居を除く。以下この号において同じ。）そ
の他の場所において被害者の身辺につきまとい、
又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在
する場所の付近をはいかいしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被
害者と共に生活の本拠としている住居から退去
すること及び当該住居の付近をはいかいしては
ならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号
の規定による命令を発する裁判所又は発した裁
判所は、被害者の申立てにより、その生命又は
身体に危害が加えられることを防止するため、当
該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、
同号の規定による命令の効力が生じた日から起
算して六月を経過する日までの間、被害者に対
して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはな
らないことを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 
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二 その行動を監視していると思わせるような事項
を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得な
い場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミ
リ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送
信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午
前六時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装
置を用いて送信し、又は電子メールを送信するこ
と。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪
の情を催させるような物を送付し、又はその知り
得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得
る状態に置くこと。 

八 その性的羞（しゆう）恥心を害する事項を告げ、
若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的
羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付し、
若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者が
その成年に達しない子（以下この項及び次項並
びに第十二条第一項第三号において単に「子」と
いう。）と同居しているときであって、配偶者が幼
年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行ってい
ることその他の事情があることから被害者がその
同居している子に関して配偶者と面会することを
余儀なくされることを防止するため必要があると
認めるときは、第一項第一号の規定による命令
を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の
申立てにより、その生命又は身体に危害が加え
られることを防止するため、当該配偶者に対し、
命令の効力が生じた日以後、同号の規定による
命令の効力が生じた日から起算して六月を経過
する日までの間、当該子の住居（当該配偶者と
共に生活の本拠としている住居を除く。以下この
項において同じ。）、就学する学校その他の場所
において当該子の身辺につきまとい、又は当該
子の住居、就学する学校その他その通常所在す
る場所の付近をはいかいしてはならないことを命
ずるものとする。ただし、当該子が十五歳以上で
あるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が
被害者の親族その他被害者と社会生活において
密接な関係を有する者（被害者と同居している子
及び配偶者と同居している者を除く。以下この項
及び次項並びに第十二条第一項第四号におい
て「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗
野又は乱暴な言動を行っていることその他の事
情があることから被害者がその親族等に関して
配偶者と面会することを余儀なくされることを防
止するため必要があると認めるときは、第一項第

一号の規定による命令を発する裁判所又は発し
た裁判所は、被害者の申立てにより、その生命
又は身体に危害が加えられることを防止するた
め、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日
以後、同号の規定による命令の効力が生じた日
から起算して六月を経過する日までの間、当該
親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠と
している住居を除く。以下この項において同じ。）
その他の場所において当該親族等の身辺につき
まとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他
その通常所在する場所の付近をはいかいしては
ならないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳
未満の子を除く。以下この項において同じ。）の
同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被
後見人である場合にあっては、その法定代理人
の同意）がある場合に限り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立て
に係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所
がないとき又は住所が知れないときは居所）の所
在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の
各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもする
ことができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する
暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定に
よる命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、
次に掲げる事項を記載した書面でしなければな
らない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に
対する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配
偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配
偶者から受ける身体に対する暴力により、生命
又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きい
と認めるに足りる申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをす
る場合にあっては、被害者が当該同居している
子に関して配偶者と面会することを余儀なくされ
ることを防止するため当該命令を発する必要が
あると認めるに足りる申立ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをす
る場合にあっては、被害者が当該親族等に関し
て配偶者と面会することを余儀なくされることを防
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止するため当該命令を発する必要があると認め
るに足りる申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察
職員に対し、前各号に掲げる事項について相談
し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無
及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警
察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及
び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置
の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五
号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合
には、申立書には、同項第一号から第四号まで
に掲げる事項についての申立人の供述を記載し
た書面で公証人法（明治四十一年法律第五十三
号）第五十八条ノ二第一項の認証を受けたもの
を添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事
件については、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立
ち会うことができる審尋の期日を経なければ、こ
れを発することができない。ただし、その期日を
経ることにより保護命令の申立ての目的を達す
ることができない事情があるときは、この限りでな
い。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに
掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、
当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属
官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しく
は保護を求めた際の状況及びこれに対して執ら
れた措置の内容を記載した書面の提出を求める
ものとする。この場合において、当該配偶者暴力
相談支援センター又は当該所属官署の長は、こ
れに速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項
の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官
署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援
助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の
規定により書面の提出を求めた事項に関して更
に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、
理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論
を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を
示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又
は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期
日における言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速
やかにその旨及びその内容を申立人の住所又
は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本
部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶
者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、
又は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、
申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五
号イからニまでに掲げる事項の記載があるとき
は、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発
した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記
載された配偶者暴力相談支援センター（当該申
立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援
センターが二以上ある場合にあっては、申立人
がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護
を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援セ
ンター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対
しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を
及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取
消しの原因となることが明らかな事情があること
につき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、
申立てにより、即時抗告についての裁判が効力
を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命
ずることができる。事件の記録が原裁判所に存
する間は、原裁判所も、この処分を命ずることが
できる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定
による命令の効力の停止を命ずる場合において、
同条第二項から第四項までの規定による命令が
発せられているときは、裁判所は、当該命令の効
力の停止をも命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申
し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定によ
る命令を取り消す場合において、同条第二項か
ら第四項までの規定による命令が発せられてい
るときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さ
なければならない。 
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７ 前条第四項の規定による通知がされている保護
命令について、第三項若しくは第四項の規定に
よりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判
所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、
速やかに、その旨及びその内容を当該通知をし
た配偶者暴力相談支援センターの長に通知する
ものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場
合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場
合について準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護
命令の申立てをした者の申立てがあった場合に
は、当該保護命令を取り消さなければならない。
第十条第一項第一号又は第二項から第四項ま
での規定による命令にあっては同号の規定によ
る命令が効力を生じた日から起算して三月を経
過した後において、同条第一項第二号の規定に
よる命令にあっては当該命令が効力を生じた日
から起算して二週間を経過した後において、これ
らの命令を受けた者が申し立て、当該裁判所が
これらの命令の申立てをした者に異議がないこと
を確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の
規定による命令を発した裁判所が前項の規定に
より当該命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前
二項の場合について準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度
の申立て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令
が発せられた後に当該発せられた命令の申立て
の理由となった身体に対する暴力又は生命等に
対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規
定による命令の再度の申立てがあったときは、
裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている
住居から転居しようとする被害者がその責めに
帰することのできない事由により当該発せられた
命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過
する日までに当該住居からの転居を完了するこ
とができないことその他の同号の規定による命
令を再度発する必要があると認めるべき事情が
あるときに限り、当該命令を発するものとする。た
だし、当該命令を発することにより当該配偶者の
生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、
当該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の
規定の適用については、同条第一項各号列記以
外の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一
号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十
八条第一項本文の事情」と、同項第五号中「前各
号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号

に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事
情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号ま
でに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第
二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文
の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事
者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧
若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交
付又は事件に関する事項の証明書の交付を請
求することができる。ただし、相手方にあっては、
保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手
方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相
手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、
この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支
局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公
証人がその職務を行うことができない場合には、
法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又
はその支局に勤務する法務事務官に第十二条
第二項（第十八条第二項の規定により読み替え
て適用する場合を含む。）の認証を行わせること
ができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を
除き、保護命令に関する手続に関しては、その性
質に反しない限り、民事訴訟法（平成八年法律第
百九号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護
命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁
判所規則で定める。 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保
護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項
において「職務関係者」という。）は、その職務を
行うに当たり、被害者の心身の状況、その置か
れている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害
の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、
その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮
をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被
害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関す
る理解を深めるために必要な研修及び啓発を行
うものとする。 
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（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者から
の暴力の防止に関する国民の理解を深めるため
の教育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者から
の暴力の防止及び被害者の保護に資するため、
加害者の更生のための指導の方法、被害者の
心身の健康を回復させるための方法等に関する
調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人
材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者から
の暴力の防止及び被害者の保護を図るための
活動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行う
よう努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用
を支弁しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる
業務を行う婦人相談所の運営に要する費用
（次号に掲げる費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相
談所が行う一時保護（同条第四項に規定する
厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委
託して行う場合を含む。）に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱
する婦人相談員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護
（市町村、社会福祉法人その他適当と認める
者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴
い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する
婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しな
ければならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都
道府県が前条第一項の規定により支弁した費用
のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものに
ついては、その十分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げ
る費用の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁し
た費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げ
るもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章
までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚
姻関係における共同生活に類する共同生活を営
んでいないものを除く。）をする関係にある相手か
らの暴力（当該関係にある相手からの身体に対
する暴力等をいい、当該関係にある相手からの
身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当
該関係を解消した場合にあっては、当該関係に
あった者から引き続き受ける身体に対する暴力
等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準
用する。この場合において、これらの規定中「配
偶者からの暴力」とあるのは「第二十八条の二に
規定する関係にある相手からの暴力」と読み替
えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の
中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲
げる字句に読み替えるものとする。 

 

第二条 被害者 被害者（第二十八
条の二に規定す
る 関 係 に あ る 相
手 か ら の 暴 力 を
受けた者をいう。
以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又
は配偶者
であった
者 

同条に規定する
関係にある相手
又は同条に規定
する関係にある相
手であった者 

第十条第一項から第
四項まで、第十一条
第二項第二号、第十
二条第一項第一号
から第四号まで及び
第十八条第一項 

配偶者 第二十八条の二
に規定する関係
にある相手 

第十条第一項 離 婚 を
し 、 又 は
その婚姻
が取り消
された場
合 

第二十八条の二
に規定する関係
を解消した場合 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて
準用する第十条第一項から第四項までの規定に
よるものを含む。次条において同じ。）に違反した
者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金
に処する。 
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第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規
定により読み替えて適用する場合を含む。）又は
第二十八条の二において読み替えて準用する第
十二条第一項（第二十八条の二において準用す
る第十八条第二項の規定により読み替えて適用
する場合を含む。）の規定により記載すべき事項
について虚偽の記載のある申立書により保護命
令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処
する。 

附 則（略） 
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女女性性のの職職業業生生活活ににおおけけるる活活躍躍のの推推
進進にに関関すするる法法律律  

〔平成二十七年九月四日号外法律第六十四号〕 
発令   ：平成 27 年 9 月 4 日号外法律第 64 号 
最終改正：令和 4 年 6 月 17 日号外法律第 68 号 
改正内容：令和 4 年 3 月 31 日号外法律第 12 号

[令和 4 年 10 月 1 日] 
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第五章 雑則（第二十六条―第二十八条） 
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第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職
業生活を営み、又は営もうとする女性がその個
性と能力を十分に発揮して職業生活において活
躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」
という。）が一層重要となっていることに鑑み、男
女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十
八号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活に
おける活躍の推進について、その基本原則を定
め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務
を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の
行動計画の策定、女性の職業生活における活躍
を推進するための支援措置等について定めるこ
とにより、女性の職業生活における活躍を迅速
かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重
され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の
需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に
対応できる豊かで活力ある社会を実現することを
目的とする。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、
職業生活における活躍に係る男女間の格差の実
情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、
又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、
昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業
生活に関する機会の積極的な提供及びその活
用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等
を反映した職場における慣行が女性の職業生活

における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、そ
の個性と能力が十分に発揮できるようにすること
を旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業
生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護
その他の家庭生活に関する事由によりやむを得
ず退職することが多いことその他の家庭生活に
関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、
家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相
互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その
他の家庭生活における活動について家族の一員
としての役割を円滑に果たしつつ職業生活にお
ける活動を行うために必要な環境の整備等によ
り、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継
続的な両立が可能となることを旨として、行われ
なければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっ
ては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関
し、本人の意思が尊重されるべきものであること
に留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女
性の職業生活における活躍の推進についての基
本原則（次条及び第五条第一項において「基本
原則」という。）にのっとり、女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関して必要な施策を策定し、
及びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用
し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職
業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する
労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する
雇用環境の整備その他の女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組を自ら実施するよ
う努めるとともに、国又は地方公共団体が実施す
る女性の職業生活における活躍の推進に関する
施策に協力しなければならない。 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業
生活における活躍の推進に関する施策を総合的
かつ一体的に実施するため、女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する基本方針（以下「基
本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定める
ものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関す
る基本的な方向 
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二 事業主が実施すべき女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組に関する基本的な
事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関す
る施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進する
ための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るため
に必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推
進に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生
活における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議
の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決
定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表し
なければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準
用する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都
道府県の区域内における女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する施策についての計画
（以下この条において「都道府県推進計画」とい
う。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定め
られているときは、基本方針及び都道府県推進
計画）を勘案して、当該市町村の区域内における
女性の職業生活における活躍の推進に関する施
策についての計画（次項において「市町村推進計
画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又
は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、
遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大
臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の
推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施す
ることができるよう、基本方針に即して、次条第
一項に規定する一般事業主行動計画及び第十
五条第一項に規定する特定事業主行動計画（次
項において「事業主行動計画」と総称する。）の策
定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指
針」という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲
げる事項につき、事業主行動計画の指針となる
べきものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事
項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す
る取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進
に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、
事業主行動計画策定指針を定め、又は変更した
ときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下
「一般事業主」という。）であって、常時雇用する
労働者の数が三百人を超えるものは、事業主行
動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画
（一般事業主が実施する女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。
以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、厚生労働大臣に届け出なければならな
い。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事
項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す
る取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活
躍の推進に関する取組の内容及びその実施
時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画を定め、又は変更しようとするときは、
厚生労働省令で定めるところにより、採用した労
働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤
務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位に
ある労働者に占める女性労働者の割合その他
のその事業における女性の職業生活における活
躍に関する状況を把握し、女性の職業生活にお
ける活躍を推進するために改善すべき事情につ
いて分析した上で、その結果を勘案して、これを
定めなければならない。この場合において、前項
第二号の目標については、採用する労働者に占
める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の
差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にあ
る労働者に占める女性労働者の割合その他の
数値を用いて定量的に定めなければならない。 
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４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働
省令で定めるところにより、これを労働者に周知
させるための措置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働
省令で定めるところにより、これを公表しなけれ
ばならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画に基づく取組を実施するとともに、一般
事業主行動計画に定められた目標を達成するよ
う努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数
が三百人以下のものは、事業主行動計画策定指
針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生
労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に
届け出るよう努めなければならない。これを変更
したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が
一般事業主行動計画を定め、又は変更しようと
する場合について、第四項から第六項までの規
定は前項に規定する一般事業主が一般事業主
行動計画を定め、又は変更した場合について、
それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項
の規定による届出をした一般事業主からの申請
に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、
当該事業主について、女性の職業生活における
活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実
施の状況が優良なものであることその他の厚生
労働省令で定める基準に適合するものである旨
の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及
び第二十条第一項において「認定一般事業主」と
いう。）は、商品、役務の提供の用に供する物、
商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若
しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの
（次項において「商品等」という。）に厚生労働大
臣の定める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品
等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付
してはならない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次
の各号のいずれかに該当するときは、第九条の
認定を取り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと
認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反し
たとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたと
き。 

（委託募集の特例等） 

第十二条 承認中小事業主団体の構成員である中
小事業主（一般事業主であって、常時雇用する
労働者の数が三百人以下のものをいう。以下こ
の項及び次項において同じ。）が、当該承認中小
事業主団体をして女性の職業生活における活躍
の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者
の募集を行わせようとする場合において、当該承
認中小事業主団体が当該募集に従事しようとす
るときは、職業安定法（昭和二十二年法律第百
四十一号）第三十六条第一項及び第三項の規定
は、当該構成員である中小事業主については、
適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」
とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の
特別の法律により設立された組合若しくはその
連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は
一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の
構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件
に該当するものに限る。）のうち、その構成員で
ある中小事業主に対して女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組を実施するための人
材確保に関する相談及び援助を行うものであっ
て、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当
該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省
令で定める基準に適合する旨の承認を行ったも
のをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項
に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき
は、同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募
集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定
めるところにより、募集時期、募集人員、募集地
域その他の労働者の募集に関する事項で厚生
労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出
なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の
規定による届出があった場合について、同法第
五条の三第一項及び第三項、第五条の四、第三
十九条、第四十一条第二項、第四十八条の三、
第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項
並びに第五十一条の二の規定は前項の規定に
よる届出をして労働者の募集に従事する者につ
いて、同法第四十条の規定は同項の規定による
届出をして労働者の募集に従事する者に対する
報酬の供与について、同法第五十条第三項及び
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第四項の規定はこの項において準用する同条第
二項に規定する職権を行う場合について、それ
ぞれ準用する。この場合において、同法第三十
七条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」
とあるのは「女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律第十二条第四項の規定による届
出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、
同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の
業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」
と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条
の二の規定の適用については、同法第三十六条
第二項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者
をして労働者の募集に従事させようとする者がそ
の被用者以外の者に与えようとする」と、同法第
四十二条の二中「第三十九条に規定する募集受
託者」とあるのは「女性の職業生活における活躍
の推進に関する法律（平成二十七年法律第六十
四号）第十二条第四項の規定による届出をして
労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、
第二項の相談及び援助の実施状況について報
告を求めることができる。 

第十三条 公共職業安定所は、前条第四項の規定
による届出をして労働者の募集に従事する承認
中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に
関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに
基づき当該募集の内容又は方法について指導す
ることにより、当該募集の効果的かつ適切な実施
を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十四条 国は、第八条第一項若しくは第七項の
規定により一般事業主行動計画を策定しようとす
る一般事業主又はこれらの規定による届出をし
た一般事業主に対して、一般事業主行動計画の
策定、労働者への周知若しくは公表又は一般事
業主行動計画に基づく措置が円滑に実施される
ように相談その他の援助の実施に努めるものと
する。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十五条 国及び地方公共団体の機関、それらの
長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下
「特定事業主」という。）は、政令で定めるところに
より、事業主行動計画策定指針に即して、特定
事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の
職業生活における活躍の推進に関する取組に関
する計画をいう。以下この条において同じ。）を定
めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事
項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す
る取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活
躍の推進に関する取組の内容及びその実施
時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又
は変更しようとするときは、内閣府令で定めるとこ
ろにより、採用した職員に占める女性職員の割
合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状
況、管理的地位にある職員に占める女性職員の
割合その他のその事務及び事業における女性の
職業生活における活躍に関する状況を把握し、
女性の職業生活における活躍を推進するために
改善すべき事情について分析した上で、その結
果を勘案して、これを定めなければならない。こ
の場合において、前項第二号の目標については、
採用する職員に占める女性職員の割合、男女の
継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、
管理的地位にある職員に占める女性職員の割
合その他の数値を用いて定量的に定めなければ
ならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又
は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知さ
せるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又
は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ
ばならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業
主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表し
なければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取
組を実施するとともに、特定事業主行動計画に
定められた目標を達成するよう努めなければなら
ない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報
の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情
報の公表） 

第十六条 第八条第一項に規定する一般事業主は、
厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を
営み、又は営もうとする女性の職業選択に資す
るよう、その事業における女性の職業生活にお
ける活躍に関する情報を定期的に公表しなけれ
ばならない。 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生
労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、
又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、
その事業における女性の職業生活における活躍
に関する情報を定期的に公表するよう努めなけ
ればならない。 
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（特定事業主による女性の職業選択に資する情
報の公表） 

第十七条 特定事業主は、内閣府令で定めるところ
により、職業生活を営み、又は営もうとする女性
の職業選択に資するよう、その事務及び事業に
おける女性の職業生活における活躍に関する情
報を定期的に公表しなければならない。 

第四章 女性の職業生活における活躍を推
進するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第十八条 国は、女性の職業生活における活躍を
推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、
創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努
めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活
躍を推進するため、前項の措置と相まって、職業
生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族
その他の関係者からの相談に応じ、関係機関の
紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な
措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事
務の一部を、その事務を適切に実施することが
できるものとして内閣府令で定める基準に適合す
る者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者
又は当該事務に従事していた者は、正当な理由
なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らして
はならない。 

（財政上の措置等） 

第十九条 国は、女性の職業生活における活躍の
推進に関する地方公共団体の施策を支援するた
めに必要な財政上の措置その他の措置を講ずる
よう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十条 国は、女性の職業生活における活躍の
推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開
発金融公庫その他の特別の法律によって設立さ
れた法人であって政令で定めるものをいう。）の
役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用
に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性の
職業生活における活躍に関する状況又は女性の
職業生活における活躍の推進に関する取組の実
施の状況が優良な一般事業主（次項において
「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の
増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般
事業主等の受注の機会の増大その他の必要な
施策を実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、女性の職業
生活における活躍の推進について、国民の関心
と理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必
要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍
の推進に関する取組に資するよう、国内外にお
ける女性の職業生活における活躍の状況及び当
該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行
うものとする。 

（協議会） 

第二十三条 当該地方公共団体の区域において女
性の職業生活における活躍の推進に関する事務
及び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以
下この条において「関係機関」という。）は、第十
八条第一項の規定により国が講ずる措置及び同
条第二項の規定により地方公共団体が講ずる措
置に係る事例その他の女性の職業生活における
活躍の推進に有用な情報を活用することにより、
当該区域において女性の職業生活における活躍
の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施さ
れるようにするため、関係機関により構成される
協議会（以下「協議会」という。）を組織することが
できる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共
団体の区域内において第十八条第三項の規定
による事務の委託がされている場合には、当該
委託を受けた者を協議会の構成員として加える
ものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認
めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員とし
て加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下
この項において「関係機関等」という。）が相互の
連絡を図ることにより、女性の職業生活における
活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等
の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に
応じた女性の職業生活における活躍の推進に関
する取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体
は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公
表しなければならない。 
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（秘密保持義務） 

第二十四条 協議会の事務に従事する者又は協議
会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、
協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らして
はならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、協議会
の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が
定める。 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第二十六条 厚生労働大臣は、この法律の施行に
関し必要があると認めるときは、第八条第一項に
規定する一般事業主に対して、報告を求め、又
は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

（権限の委任） 

第二十七条 第八条から第十二条まで及び前条に
規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令
で定めるところにより、その一部を都道府県労働
局長に委任することができる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この法律に定めるもののほか、この法
律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

第六章 罰則 

第二十九条 第十二条第五項において準用する職
業安定法第四十一条第二項の規定による業務
の停止の命令に違反して、労働者の募集に従事
した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰
金に処する。 

第三十条 次の各号のいずれかに該当する者は、
一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処
する。 

一 第十八条第四項の規定に違反した者 

二 第二十四条の規定に違反した者 

第三十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、
六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処
する。 

一 第十二条第四項の規定による届出をしない
で、労働者の募集に従事した者 

二 第十二条第五項において準用する職業安定
法第三十七条第二項の規定による指示に従
わなかった者 

三 第十二条第五項において準用する職業安定
法第三十九条又は第四十条の規定に違反し
た者 

第三十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、
三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項の規定に違反した者 

二 第十二条第五項において準用する職業安定
法第五十条第一項の規定による報告をせず、
又は虚偽の報告をした者 

三 第十二条第五項において準用する職業安定
法第五十条第二項の規定による立入り若しく
は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質
問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述を
した者 

第三十三条 法人の代表者又は法人若しくは人の
代理人、使用人その他の従業者が、その法人又
は人の業務に関し、第二十九条、第三十一条又
は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰する
ほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰
金刑を科する。 

第三十四条 第二十六条の規定による報告をせず、
又は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過
料に処する。 

附 則（略） 
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大大牟牟田田市市及及びび国国内内外外のの主主なな動動きき  

 

年 世 界 国・福岡県 大牟田市 

1975 年 

(昭 50) 

国際婦人年（目標:平等･開

発･平和） 

｢国際婦人年世界会議｣開催 

（メキシコシティー） 

（「世界行動計画」採択） 

（国）総理府に 

｢婦人問題企画推進本部｣設置 

｢婦人問題企画推進会議｣設置 

｢婦人問題担当室｣設置 

 

1976 年 

(昭 51) 

｢国連婦人の 10 年｣始まる

（1985 年まで） 
  

1977 年 

(昭 52) 
 

（国）｢国内行動計画｣策定 

（国）「国立婦人教育会館」設置 

（国）｢国内行動計画前期重点目標｣発表 

 

1978 年 

(昭 53) 
 

（県）｢婦人関係行政推進会議｣設置 

（県）｢福岡県婦人問題懇話会｣設置 
 

1979 年 

(昭 54) 

第 34回国連総会 

｢女子差別撤廃条約｣採択 
（県）｢婦人対策室｣設置  

1980 年 

(昭 55) 

「国連婦人の10年」中間年

世界会議開催（コペンハー

ゲン） 

(「女性差別撤廃条約」署名

式) 

（国）｢女子差別撤廃条約｣署名 

（県）婦人問題懇話会｢婦人の地位向上に

関する提言｣提出 

（県）｢福岡県行動計画｣策定 

 

1981 年 

(昭 56) 
｢女子差別撤廃条約」発効 （国）｢国内行動計画後期重点目標｣発表 

第 1 回｢婦人問題を考える大

牟田のつどい｣開催 

1982 年 

(昭 57) 
 

（国）女子差別撤廃条約批准に向けて国

籍法等国内法制整備準備 

（県）｢福岡県行動計画｣改訂 

（県）婦人問題懇話会｢福岡県行動計画の

展開と課題｣報告書提出 

｢婦人担当｣を教育委員会社会

教育課に設置 

1983 年 

(昭 58) 

「国連婦人の年 10 年」1985

年世界会議準備委員会 

  

1984 年 

(昭 59) 
 

（国）｢国籍法及び戸籍法の一部を改正す

る法律｣公布（昭60年施行） 
 

1985 年 

(昭 60) 

｢国連婦人の 10 年｣最終年

世界会議開催（ナイロビ） 

(｢西暦 2000 年に向けての

婦人の地位向上のため将来

戦略｣採択) 

（国）｢男女雇用機会均等法｣公布 

（国）｢女子差別撤廃条約｣批准・発効 

（県）婦人問題懇話会｢婦人の地位向上に

関する提言｣提出 

｢婦人問題懇話会｣設置 

｢婦人問題関係行政連絡会｣設

置 

1986 年 

(昭 61) 
 

（国）「男女雇用機会均等法」施行 

（県）「婦人対策室」が「婦人対策課」へ

組織改正 

（県）第2次福岡県行動計画策定 
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年 世 界 国・福岡県 大牟田市 

1987 年 

(昭 62) 
 

（国）｢新国内行動計画｣策定 

（県）婦人問題懇話会｢婦人の地位向上に

関する提言｣提出 

婦人問題懇話会｢婦人問題に

関する報告と提言｣提出 

｢婦人問題推進委員会(第 1

期)｣設置 

1988 年 

(昭 63) 
 （国）｢改正労働基準法｣施行 

｢婦人問題に関する調査報告

書｣作成 

1989 年 

(平元) 
 

（国）学習指導要領の改訂（高等学校家庭

科の男女必修等） 
 

1990 年 

(平 2) 

国連経済社会理事会｢ナイ

ロビ将来戦略の実施に関す

る第 1 回見直しと評価に伴

う勧告及び結論｣採択 

 

｢女性問題解決をめざして大

牟田市行動計画｣策定（3月） 

｢婦人問題推進委員会（第 2

期）｣設置 

｢社会福祉部女性少年課｣設置 

1991 年 

(平 3) 
 

（国）｢新国内行動計画]第 1次改定策定 

（国）「育児休業法」公布 

（県） 婦人問題懇話会提言提出 

（県）「婦人関係行政推進会議」から「女

性行政推進会議」へ、「婦人問題懇話

会」から「女性政策懇話会」へ、「婦

人対策課｣が｢女性政策課｣へ名称変

更 

｢女性問題を考える大牟田の

つどい｣ 

｢女性問題推進協議会｣設置 

1992 年 

(平 4) 
 （国）｢育児休業法｣施行 

｢女性センター｣設置(4月) 

婦人問題推進委員会｢女性問

題解決のための提言｣提出 

1993 年 

(平 5) 

世界人権会議(ｳｨｰﾝ) 

第 48回国連総会「女性に対

する暴力の撤廃に関する宣

言」採択 

 

｢女性問題推進委員会（第 3

期）｣設置（旧婦人問題推進委

員会） 

1994 年 

(平 6) 
国際人口・開発会議(ｶｲﾛ) 

（国）総理府政令一部改正により総理府

に｢男女共同参画室｣と｢男女共同参

画審議会｣設置 

｢女性問題を考える大牟田の

つどい｣記念事業｢女性フェス

ティバル･おおむた｣県と共催 

1995 年 

(平 7) 
世界女性会議(北京) 

（国）｢育児休業法｣改正（介護休業制度の

法制化） 

（県）女性政策懇話会提言提出「行動計画

策定に向けて」 

女性問題推進委員会｢女性問

題解決のための提言｣提出 

女と男、ともに語ろう大牟田

のつどい（名称変更） 

1996 年 

(平 8) 
 

（国）｢男女共同参画ビジョン」答申 

（国）｢男女共同参画2000 年プラン｣策定 

（県）「第3次福岡県行動計画｣策定 

（県）｢福岡県女性総合センター『（愛称）

あすばる』」開館 

｢大牟田市行動計画（改訂）｣

策定（3月） 

｢男女共同参画社会推進委員

会（第4期）｣設置（旧女性問

題推進委員会) 

｢男女共同参画社会推進会議｣

設置（旧女性問題推進協議会） 

1997 年 

(平 9) 
 

（国）「国立婦人教育会館」の愛称を「ヌ

エック」に決定 

（国）｢男女雇用機会均等法｣改正 
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年 世 界 国・福岡県  大牟田市 

1998 年 

(平 10) 
 （県）初の女性副知事誕生 

｢男女共同参画社会推進委員

会｣報告書提出 

女性少年課が社会福祉部から

市民部へ移管 

1999 年 

(平 11) 
 

（国）｢改正男女雇用機会均等法｣施行 

（国）｢育児・介護休業法｣全面施行 

（国）｢男女共同参画社会基本法｣公布・施

行 

（県）「女性副知事サミット」開催 

第 20回女と男、ともに語ろう

大牟田のつどい（つどい 20周

年） 

2000 年 

(平 12) 

国連特別総会｢女性 2000 年

会議｣（ニューヨーク） 

 

（国）｢ストーカー行為等の規制等に関す

る法律｣公布 

（国）｢男女共同参画基本計画｣策定 

（県）｢福岡県男女共同参画社会づくり検

討委員会｣設置 

 

2001 年 

(平 13) 
 

（国）内閣府に｢男女共同参画会議｣｢男女

共同参画局｣「男女共同参画局」設置 

（国）「国立婦人教育会館『ヌエック』」が

国立女性教育会館『ヌエック』」へ 

（国）｢配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律｣（以下、｢Ｄ

Ｖ防止法｣という。）公布・一部施行 

（県）｢女性政策課｣が｢男女共同参画推進

課｣へ組織改正 

（県）「女性行政推進会議」が男女共同参

画行政推進会議」へ名称変更 

（県）「福岡県男女共同参画社会づくり検

討委員会」提言 

（県）｢福岡県男女共同参画推進条例｣公

布・施行 

｢男女共同参画社会推進委員

会（第5期）｣設置 

2002 年 

(平 14) 
 

（国）「ＤＶ防止法」全面施行 

（県）｢福岡県男女共同参画審議会｣設置 

（県）｢福岡県男女共同参画計画｣策定 

男女共同参画社会推進委員会

｢大牟田市の男女共同参画計

画のあり方について｣提言（10

月） 

2003 年 

(平 15) 
 

（国）｢次世代育成支援対策推進法｣公布・

一部施行 

（県）｢福岡県女性総合センター『あすば

る』｣を｢福岡県男女共同参画センタ

ー『あすばる』｣へ名称変更 

おおむた男女共同参画プラン

策定（3月） 

2004 年 

(平 16) 
 

（国）「ＤＶ防止法」第1次改正（定義の

拡大など） 

（国）「改正ＤＶ防止法」施行 

（国）｢育児・介護休業法｣改正（休業制度

の拡充） 

男女共同参画推進本部設置（9

月） 

｢男女共同参画社会推進委員

会（第6期）」設置｣（6月） 
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年 世 界 国・福岡県 大牟田市 

2005 年 

(平 17) 

 

北京＋10(第 49 回国連婦人

の地位委員会) 

（ニューヨーク） 

（国）「次世代育成支援対策推進法」全面

施行 

（国）「改正育児・介護休業法」施行 

（国）｢男女共同参画基本計画（第2次）｣

閣議決定 

男女共同参画社会推進委員会

｢市の男女共同参画推進に関

する条例に盛り込む基本的事

項について｣提言（2月） 

｢男女共同参画推進室｣を市民

部に新設（8月） 

12 月議会において大牟田市

男女共同参画推進条例が全会

賛成により可決（平成18年 1

月 4日公布） 

2006 年 

(平 18) 

 

 

（国）｢雇用機会均等法｣改正 

（県）｢第 2 次男女共同参画基本計画｣策

定 

（県）｢福岡県配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する基本計画｣

策定 

 

大牟田市男女共同参画推進条

例の施行（4月） 

男女共同参画推進委員の委嘱

（4月） 

第 1期男女共同参画審議会発

足（9月） 

｢男女共同参画推進室｣を市民

部から企画総務部に移管（12

月） 

2007 年 

(平 19) 
 

（国）｢改正男女雇用機会均等法｣施行 

（国）「ＤＶ防止法」第2次改正（保護命

令の拡充、市町村についての規定強

化など） 

男女共同参画審議会答申「審

議会等における女性委員登用

の推進策について」（5月） 

2008 年 

(平 20) 
 

（国）｢改正ＤＶ防止法｣施行 

 

｢審議会等の設置運営及び公

開に関する要綱｣の施行（4

月） 

おおむた男女共同参画プラン

（改訂版）策定（3月） 

第 2期男女共同参画審議会発

足（9月） 

｢審議会等の女性委員の登用

アップキャンペーン｣の実施

（10月） 

2009 年 

(平 21) 
 

（国）「育児・介護休業法」改正（短時間

勤務制度導入の義務付けなど） 

（国）女性差別撤廃委員会の最終見解公

表 

女性人材リスト及びプラネッ

トおおむたの登録者の募集開

始（2月） 

2010 年 

(平 22) 

北京＋15(第 54 回国連婦人

の地位委員会) 

（ニューヨーク） 

（国）｢改正育児・介護休業法｣施行 

（国）｢男女共同参画基本計画（第3次）｣

閣議決定 

まちづくりアンケートの実施

（7月） 

市職員の男女共同参画に関す

る意識調査の実施（12月） 

2011 年 

(平 23) 
 

（県）｢第 2次福岡県配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する基本

計画｣策定  

（県）｢第 3 次福岡県男女共同参画計画｣

策定 

第 3 期男女共同参画審議会発

足（3月） 

｢男女共同参画推進室｣を企画

総務部から市民部市民協働推

進室に移管（4月） 
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年 世  界 国・福岡県 大牟田市 

2012年 

(平 24) 
 （国）「改正育児・介護休業法」全面施行

（100人以下事業主適用） 

機構改革により｢男女共同参

画推進室｣を｢人権・同和・男

女共同参画課｣に課名変更（4

月） 

市内事業者への男女共同参画

に関する意識調査の実施（8

月） 

2013年 

(平 25) 
 

（国）「ＤＶ防止法」第 3次改正（準用に

よる適用対象範囲の拡大など） 

（国）｢ストーカー行為等の規制等に関す

る法律｣改正（婦人相談所等による支

援を明記） 

（国）｢改正ストーカー行為等の規制等に

関する法律｣全面施行 

第2次おおむた男女共同参画

プラン策定（3月） 

第 4期男女共同参画審議会発

足（4月） 

2014年 

(平 26) 

 
（国）「改正ＤＶ防止法」施行  

2015年 

(平 27) 

北京＋20(第 59 回国連婦人

の地位委員会) 

（ニューヨーク） 

（国）｢女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律｣公布・一部施行 

（国）｢男女共同参画基本計画（第 4次）｣

閣議決定 

第 5期男女共同参画審議会発

足（4月） 

2016年 

(平 28) 
 

（国）｢女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律｣全面施行 

（国）「ストーカー行為等の規制等に関す

る法律」改正（職務関係者による配

慮等） 

 

（県）｢第 3次福岡県配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護等に関する基

本計画｣策定 

（県）｢第 4 次福岡県男女共同参画計画｣

策定 

 

（県）｢女性活躍推進室｣設置 

（県）｢福岡県女性の活躍応援協議会｣設

立 

男女共同参画に関する市民意

識及び事業所調査の実施（9

月） 

男女共同参画に関する市職員

の意識調査の実施（10月） 

2017年 

(平 29) 
 

（国）「改正ストーカー行為等の規制等に

関する法律」全面施行 

（国）「改正育児・介護休業法」施行 

第 7期男女共同参画審議会発

足（4月） 

2018年 

(平 30) 
 

（国）「政治分野における男女共同参画の

推進に関する法律」施行 

第 3次おおむた男女共同参画

プラン策定（3月） 
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年 世  界 国・福岡県 大牟田市 

2019 年 

(令元) 
 

（国）「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律」改正 
（国）「男女雇用機会均等法」、「育児・

介護休業法」「労働施策総合推進

法」の改正(ハラスメント対策の強

化) 
（国）「ＤＶ防止法」改正（ＤＶ対応と

児童虐待対応との連携の強化など） 
（県）「福岡県における性暴力を根絶

し、性被害から県民等を守るための

条例」交付・一部施行 

第6期男女共同参画審議会発

足（4月） 

 

2020 年 

(令 2) 
北京＋25(第 64回国連婦人

の地位委員会) 

（ニューヨーク） 

（国）「改正ＤＶ防止法」施行 
（国）「改正男女雇用機会均等法」「改正

育児・介護休業法」「改正労働施策

総合推進法」の施行 
（国）「男女共同参画基本計画（第5

次）」閣議決定 

 

2021 年 

(令 3) 
 

（国）「ストーカー行為等の規制に関す

る法律」改正（規制対象行為の拡大

等） 

（国）政治分野における男女共同参画の

推進に関する法律」改正・施行 

（国）「育児・介護休業法」の改正（男

性育休の取得促進） 

（国）「改正ストーカー等の規制等に関

する法律」全面施行 

（県）「第 4次福岡県配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護等に関する

基本計画」策定 

（県）「第 5次福岡県男女共同参画計

画」策定 

第 8期男女共同参画審議会発

足（4月） 

男女共同参画に関する市民意

識及び事業所調査の実施（9

月） 

男女共同参画に関する市職

員の意識調査の実施（10

月） 

2022 年 

(令 4) 
 

（国）｢困難な問題を抱える女性への支援

に関する法律｣公布（令6年施行） 
（国）「AV 出演被害防止・救済法」公

布・施行 
 

2023 年 

(令 5) 
  第4次おおむた男女共同参画

プラン策定（3月） 
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用 語 解 説 

              50 音順      

用  語 解   説 

アンコンシャス・バイ

アス（無意識の思い

込み） 

 誰もが潜在的に持っている思い込みのこと。育つ環境、所属する集団の中で無

意識のうちに脳にきざみこまれ、既成概念、固定観念となっていく。 

ESD 
持続可能な開発のための教育（ESD：Education for Sustainable Development）

のこと。 

SDGｓ（持続可能な開

発目標） 

平成 27(2015)年 9 月に国連で採択された、平成 28(2016)年から令和 12(2030)

年までの国際目標。「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境

をめぐる広範な課題に総合的に取り組むため、先進国を含む国際社会全体の目

標として、2030 年を期限とする包括的な 17 の目標（Sustainable Development 

Goals: SDGs）を設定。ゴール 5 ではジェンダー平等の達成と全ての女性及び女児

のエンパワーメントが掲げられており、すべての目標とターゲットにおける進展にお

いて死活的に重要な貢献をするものとされている。 

エンパワーメント 自ら主体的に行動することによって状況を変える力をつけること。 

家族経営協定 

家族農業経営にたずさわる各世帯員が、家族間の十分な話し合いに基づき、

経営方針や役割分担、世帯員全体が働きやすい就業環境等について取り決める

協定のこと。 

キャリア教育 

一人一人の社会的･職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育て

ることを通してキャリア発達を促す教育のこと。 

自分が自分として生きるために、「学び続けたい」「働き続けたい」と強く願い、

それを実現させていく姿がキャリア教育の目指す子ども・若者の姿である。 

固定的性別役割分

担意識 

性別ではなく個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにも

関わらず、「男は仕事・女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」等

のように、男性、女性という性別を理由として、役割を固定的に分ける考え方のこ

と。 

ジェンダー  

（gender） 

「社会的・文化的に形成された性別」のこと。人間には生まれついての生物学的

性別（セックス／sex）がある。一方、社会通念や習慣の中には、社会によって作り

上げられた「男性像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別を「社会的・文

化的に形成された性別」（ジェンダー／gender）という。 

ジェンダー・ギャップ

指 数 （ GGI ： Gender 

Gap Index）  

世界経済フォーラムが、各国内の男女間の格差を数値化しランク付けしたもの

で、経済、教育、保健、政治の分野毎のデータから算出される。男女格差を明ら

かにできる。 
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用  語 解   説 

事業主行動計画 

従業員の仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の整備や、子育てをして

いない従業員も含めた多様な労働条件の整備などへの取組み。民間事業主（一

般事業主）や国･地方公共団体（特定事業主）に義務付けられた(常時雇用する労

働者の数が 100 人以下の民間事業者については努力義務)。女性活躍推進法施

行により、女性の採用･登用･能力開発等のための取組みについての計画の策定

も義務付けられた。 

女性活躍推進法 

働くことを希望する女性が、職業生活においてその個性と能力を十分に発揮し

て活躍できるよう、国や地方公共団体が必要な施策を策定･実施することに加え、

事業主が女性の活躍推進に向けた取組みを自ら実施することを促すための枠組

みについて定めた法律。 

性的少数者 

（セクシュアルマイノ

リティ） 

「同性愛者」「両性愛者」や、出生時に割り当てられた性別とは異なる性別を生

きる人など、典型的ではない性的指向（どの性別を性愛の対象者とするか）や性

自認（自分の性別をどう認識するか）を持つ人々を総称する。 

男女共同参画社会 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野

における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、ともに責任を担うべき社会。 

（男女共同参画社会基本法 第 2 条） 

デートＤＶ 
交際相手からの暴力被害のことをいう。中学生や高校生など年齢の低い層で

も恋人同士の間で暴力は起こっている。 

ＤＶ防止法（配偶者か

らの暴力の防止及び

被害者の保護等に関

する法律） 

配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備し、配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図ることを目的とする法律。 

被害者が男性の場合もこの法律の対象となるが、被害者は、多くの場合女性

であることから、女性被害者に配慮した内容の前文となっている。 

リプロダクティブ・ヘ

ルス／ライツ（性と生

殖に関する健康と権

利）  

  

平成6年（1994年）の国際人口／開発会議提唱された概念で、「全てのカップルと

個人が自分たちの子どもの数、出産間隔、並びに出産する時を責任をもって自由

に決定でき、そのための情報と手段を得ることができるという基本的権利、並びに

最高水準の性に関する健康及びリプロダクティブ・ヘルスを得る権利」とされてい

る。  

ワーク・ライフ･バラン

ス（仕事と生活の調

和） 

仕事と家庭生活や地域生活、趣味などの私生活を調和させ、その両方を充実

させることで、相乗効果を高めようとする考え方やそのための取組のこと。また、

それぞれのライフスタイルやライフステージに合わせて働き方を柔軟に選べるよ

う、働き方を見直すことも含む。 
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人 権 第 252 号 
令和 4 年 11 月 10 日 

 
 
大牟田市男女共同参画審議会 
会長  堺  裕 様 

 
 

大牟田市長  関   好 孝 
 
 

第 4 次おおむた男女共同参画プラン（案）について（諮問） 
 
 
大牟田市男女共同参画推進条例（平成 18 年条例第 42 号）第 31 条第 1 項第 1 号の

規定に基づき、第 4 次おおむた男女共同参画プラン（案）について、貴審議会へ諮問

します。 
 
 
（諮問理由） 
本市ではこれまで、男女共同参画社会基本法の理念に則り制定した大牟田市男女共

同参画推進条例に基づき、平成 30 年度から令和 4 年度の 5 年間を計画期間とする第

3 次おおむた男女共同参画プランを策定し、男女が生き生きと暮らすまちの実現に向

けて、意識啓発や女性参画促進等に関する諸施策の推進に努めてきたところです。 
これまでの取組みを通じて、本市の政策や方針決定過程の場をはじめとした様々な

機会において、女性の参画を促進することができたのではないかと考えています。し

かし、性別による固定的な役割分担意識の解消やあらゆる分野における女性の活躍推

進など、男女共同参画社会の実現へ向けて取り組むべき課題も多く残されています。 
この度、このような状況に対応した新たな施策を展開するため、第 4 次おおむた男

女共同参画プランの策定を進めてきました。 
この内容について、貴審議会のご意見を賜りたく、諮問するものです。 
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令和 5 年 2 月 17 日 

 

大牟田市長  関  好 孝  殿 

 

                  大牟田市男女共同参画審議会 

                     会長  堺 裕 

 

第 4 次おおむた男女共同参画プラン（案）について（答申） 

 

 令和 4 年 11 月 10 日付人権第 252 号により諮問を受けた標記のことについて、下

記のとおり答申します。 

 

記 

  

 第 4 次おおむた男女共同参画プラン（案）は、「男女が生き生きと暮らすまちの実

現」を目指して、3 つの目標、「あらゆる分野における女性の活躍推進」、「誰もが安全・

安心に暮らせる社会の実現」、「男女がともに生きる社会の実現への意識づくり」を掲

げ、目標達成のための各施策が記載されたものであります。 

 今回、諮問された第 4 次おおむた男女共同参画プラン（案）について、当審議会に

おいて慎重に審議した結果、今後の 5 年間における具体的な施策が、体系的に組み立

てられており、その内容は概ね妥当なものと認めます。 

 なお、審議の過程で、各委員から出された意見等については、別紙のとおりであり、

プランの推進にあたっては、十分尊重されるよう要望いたします。 
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（別紙）  

  

１１．．第第３３章章  ププラランンのの内内容容  

目目標標ⅢⅢ  男男女女ががととももにに生生ききるる社社会会のの実実現現へへのの意意識識づづくくりり  

施施策策のの方方向向 22  学学校校教教育育ににおおけけるる男男女女共共同同参参画画のの推推進進  

   インターネット等の利用に起因する犯罪やトラブルに巻き込まれることを防止

し、ＳＮＳ等を安心・安全に利用できるよう啓発に取り組んでほしい。 

 

２２．．第第３３章章  ププラランンのの内内容容  

目目標標ⅢⅢ  男男女女ががととももにに生生ききるる社社会会のの実実現現へへのの意意識識づづくくりり  

施施策策のの方方向向 33  ＳＳＤＤＧＧｓｓのの推推進進とと国国際際交交流流のの促促進進  

   男女共同参画のまちづくりに向けて、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の目標

の１つである「ジェンダー平等の実現」の理解促進に努めてほしい。 

 

３３．．第第５５章章  ププラランンのの推推進進  

効果的な施策の推進を図るために、関係機関との連携を図るように留意してい

ただきたい。 
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大大牟牟田田市市男男女女共共同同参参画画審審議議会会ででのの審審議議状状況況  

     

年月日 内    容 

令和 4年 

9 月 2 日 

○第 4次おおむた男女共同参画プラン（仮称）施策体系（案）

について 

11 月 10 日 

○大牟田市長からの諮問 

 「第 4次おおむた男女共同参画プラン（案）について」 

○第4次おおむた男女共同参画プラン（案）について 

11 月 17 日 

（書面報告） 

〇第 4次おおむた男女共同参画プラン（パブリックコメント

案）について 

令和 5年 

2 月 3 日 

○市民意見募集（パブリックコメント）の結果について  

○第 4次おおむた男女共同参画プラン（案）の答申について 

2 月 17 日 
○大牟田市長へ答申 

「第 4次おおむた男女共同参画プラン（案）について」 

   

（参考）市民意見募集の結果 

      ○実施期間  令和 4 年 12 月 15 日から令和 5年 1月 13 日まで 

      ○意 見 数   6 件 
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大大牟牟田田市市男男女女共共同同参参画画審審議議会会委委員員名名簿簿  

  （令和４年４月１日現在  50 音順 敬称略） 

氏  名  所     属 備 考 

上 田  祥 子  市民公募委員  

江 﨑  君 子  おおむた女性会議２１ 副会長 

堺  裕  帝京大学 会 長 

下 原 小百合  翼の会おおむた  

冨 崎  克 巳  大牟田商工会議所  

中 村 十三香  南筑後農業協同組合女性部  

中 村 靖 子  市民公募委員  

藤 木 浩 二  連合福岡南筑後地域協議会  

武 藤 桐 子  NPO 法人福岡ジェンダー研究所  

諸 田 浩 美  大牟田市内高等学校校長会  
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第４次おおむた男女共同参画プラン
令和5（2023）年3月 発行

大牟田市 市民協働部 人権・同和・男女共同参画課
〒836-0862 大牟田市原山町13番地3　中央地区公民館内
電 話	 0944-41-2611
FAX	 0944-41-2869
Eメール     e-zinkendowadanzyo@city.omuta.fukuoka.jp

［裏表紙のシンボルマークについて］
作品　大藪康代 さん
平成15年度に本市が募集した「男女共同
参画社会推進のためのシンボルマーク」の
最優秀作品
男女が手と手を取り合い協力し合い、ともに
生きていく社会をイメージしています。
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